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パリ協定後の日本の課題は何か 



パリ協定の主要ポイント 

• 目標 
 1)「2度未満」目標 
  パリ協定全体の目的として、世界の平均気温上昇を産業革命前と比較して2度未満に抑えることが掲げら 

  れ、とくに1.5度以内に抑える必要性に言及がなされた。 

 2)長期目標 
  今世紀後半に、世界全体の温室効果ガス排出量を、生態系が吸収できる範囲に収めるという目標が掲げ 

  られた。これは、人間活動による温室効果ガスの排出量を、実質的にゼロにしなければならないことを意 

  味する。 

• パリ協定の仕組み 
 1)5年ごとの目標の見直し 
  各国は、2020年以降、5年ごとに目標を見直し・提出しなければならない。 

 2)より高い目標の設定 
  5年ごとの目標の提出の際には、各国は、それまでの目標よりも高い目標を掲げなければならない。 

 3)検証の仕組み 
  各国の削減目標に向けた取り組みは、定期的に計測・報告し、かつ国際的な検証を受けることになった。 

 







日本の電力セクターが直面する課題 

• 日本は、福島第一原発事故以降、原発依存度が大きく下がる一方、電力
システム改革を推進し、再生可能エネルギー(「再エネ」)固定価格買取制
度により、再エネを増やそうとしてきた 

• しかし2016年時点で、総発電量に占める再エネ比率はわずか6％程度、
大規模水力を含めても約15％、これに対して原子力は2％を切る水準で
あり、残る80％超を化石燃料が占める 

• 電力システム改革は、再エネの大量導入という点でも重要だが、他方で、
化石燃料の中でもっとも安価な高い石炭が有利になる。これが日本で約
40カ所もの石炭火力発電所増設計画が現れる背景理由 

• 現時点で日本の電力部門は、福島第一原発事故と、再エネの未発達に
より、化石燃料依存度がきわめて高い。とはいえ、福島第一原発事故後、
原発依存度を大幅に高める方向に、社会的合意を得るのはきわめて困
難。エネルギー基本計画の2030年電源構成の実現は、特に原発に関し
て困難とみられる 

• 再エネがまだ十分育たない中で原発依存度を高めることもできず、化石
燃料に頼らざるをえない状況 

  ➤移行期としてやむをえないとしても、ここからどこへ向かうべきか？ 
 



日本の気候変動政策の現状 
環境省「低炭素ビジョン小委員会」での議論を通じ

て明らかになってきたこと 



日本が先駆的な温暖化対策に取り組
む必要がないとされた3つの理由 

 
【1】日本はすでに、世界最高水準の排出削減技術をもっている 
 

 
【2】日本は石油ショック以来、省エネに取り組んで今や、「乾いた雑巾」だ 
 

 
【3】日本の限界排出削減費用は世界最高水準だ 
 



本当に「最高水準の技術」か？ 

• たしかに、1990年代前半までは、世界でも最
高水準の技術だったかもしれない 

• しかし、90年代後半以降、日本のエネルギー
生産性は停滞、その間、主要国が生産性を
一貫して高め、次々と日本を抜き去ったことを
どう考えるか 

• もはや最高水準といえないのではないか。あ
るいは削減技術としては最高でも、それが付
加価値の創出に結びついていない可能性 





炭素生産性の向上 

• パリ協定に2℃目標が盛り込まれ、炭素投入量（GHG排出量）が世界全体で残り１兆トン
に限られる中で一定の経済成長を続けていくには、少ない炭素投入量で高い付加価値を生み
出し、炭素生産性（炭素投入量当たりの付加価値）を大幅に向上させなければならない。 

• そのためには、「量ではなく質で稼ぐ経済」への転換が重要となる。 

炭素生産性 ＝ 

 パリ協定に2℃目標が盛り込まれ、炭素投入量が残り１兆トンに限られる中で一定の経済成長を続け
ていくには、少ない炭素投入量で高い付加価値を生み出し、炭素生産性（炭素投入量当たりの付加価
値）を大幅に向上させることが不可欠。高い炭素生産性を実現できる国が持続的な経済成長を実現
できると考えられる。 

 既に、我が国を含めて先進国を中心に炭素投入量を削減しながらGDP成長が起きる「デカップリン
グ」が観察されているが、今後はその動きを加速させる必要。 

 「炭素生産性の大幅な向上」のためには、以下の取組が必要と考えられる。 
 【炭素生産性の分子】炭素投入量の増加を伴わずにGDP・付加価値を増加させることが可能とな

るよう経済の体質改善が必要。具体的には、一般的に炭素投入量の増加を伴う財・サービス供給
の量的拡大に頼るのではなく、財・サービスの高付加価値化によって質で稼ぐ構造を追求するこ
とが、「デカップリング」を加速化させる上で重要。（高付加価値化に際しても炭素投入の増加はゼロではないことに留意が

必要。量的拡大との相対的な評価。） 

 【炭素生産性の分母】炭素投入量の削減のための取組（再エネ・省エネ・都市構造対策等）を、
更に強化しなくてはならない。 

 

今後は投入量に上限 

2050年には、GDPを約1.2倍以上（2020年の政府目標である600兆円以上と仮定）、炭素投入量を80%減（５分の１）とすると、
我が国の炭素生産性は現在の6倍以上と大幅な向上が必要。 
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経済全体の付加価値生産性の向上 

• 我が国は、本格的な人口減少社会に突入する中で経済成長し、国民全体の生活の質の向
上を図るためには、需給両面の対策を講じて、労働者一人当たりの付加価値額を高めて適切
に分配していく必要がある。 

• 「量ではなく質で稼ぐ経済」への転換が必要となると考えられる。 

付加価値生産性 ＝ 
今後は投入量に制約 

 日本の企業は、新興国製品と
の競争が激化する中で、主とし
て製造工程の効率化などのプロ
セス・イノベーションや海外生
産を通じた価格引下げによって
競争力を保持しようとしたのに
対し、米国では、新規事業の創
造などで収益性を高め、欧州で
は、製品のブランドを作り上げ
ることで、高価格を維持してき
たことも挙げられる。 
 実際、我が国の製造業の付加
価値生産性と物的生産性の推移
をみると、2000 年代には、付
加価値生産性の上昇率が物的生
産性の上昇率を下回っている。 
 
（内閣府「経済の好循環実現検討専門チー
ム中間報告」平成25年11月22日）） 

 デフレを脱却して経済の好循環を実現し、それを持続的な経済成長に繋げていくた
めには、付加価値生産性の引き上げと、その成果を設備投資や賃金に適切に配分して
いくことが不可欠である。（中略） 
 成熟経済となり新興国との激しい競争に直面する我が国では、今後、生産性の上昇
を価格引下げで吸収するのではなく、新興国と比較して水準の高い人件費を上回るだ
けの付加価値を生み出すように、労働生産性の向上を図るとともに、新分野の開拓や
プロダクト・イノベーションにより新しい需要を生み出し、単価を引き上げつつ売上
と利益を増やすことが重要になる。 
（内閣府「経済の好循環実現検討専門チーム中間報告」平成25年11月22日） 

 我が国は世界に先駆けて本格的な人口減少経済に突入するため、今後、需要・供給
両面における構造的な成長制約に直面。これらの成長制約の打破なくしては、成長率
の停滞はより顕著となり、長期停滞の影響をより深刻に受ける可能性が高い。 
 この停滞フェイズから脱却し新たな成長フェイズに移行するためには、①新たなイ
ノベーションによる生産性革命を通じた潜在成長率の向上（供給面）と、②イノベー
ションの成果を社会ニーズに応える新たな製品・サービスとしてデザインすることに
よる潜在需要の掘り起こし（需要面）、を同時に実現していくことが重要。 
 
（経済産業省産業構造審議会新産業構造部会「新産業構造ビジョン 中間整理」平成28年4月27日） 

需給両面の対応により単価を引き
上げつつ増大させることが重要 
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一人当たりGDPの順位 

• 我が国の一人当たりGDPの世界順位は、2014年で27位まで低下している。 

  2000年 2005年 2014年 

１ ルクセンブルク 49,442 ルクセンブルク 80,308 ルクセンブルク 119,488 

２ ノルウェー 38,067 ノルウェー 66,643 ノルウェー 96,930 

３ スイス 37,948 サンマリノ 65,911 カタール 93,990 

４ 日本 37,302 アイスランド 57,053 スイス 86,468 

５ アメリカ 36,433 スイス 54,971 オーストラリア 61,066 

６ アラブ首長国連邦 34,689 カタール 54,229 デンマーク 60,947 

７ アイスランド 31,982 アイルランド 51,140 スウェーデン 58,538 

８ デンマーク 30,804 デンマーク 48,893 サンマリノ 56,820 

９ カタール 29,914 アメリカ 44,218 シンガポール 56,287 

10 スウェーデン 29,252 アラブ首長国連邦 43,989 アイルランド 54,411 

11 アイルランド 26,350 スウェーデン 42,999 アメリカ 54,370 

12 イギリス 26,301 オランダ 41,648 アイスランド 52,315 

13 オランダ 25,996 イギリス 40,049 オランダ 52,225 

14 香港 25,578 フィンランド 39,107 オーストリア 51,433 

15 オーストリア 24,618 オーストリア 38,431 カナダ 50,304 

16 フィンランド 24,347 ベルギー 37,107 フィンランド 50,016 

17 カナダ 24,129 フランス 36,210 ドイツ 47,774 

18 シンガポール 23,793 カナダ 36,154 ベルギー 47,682 

19 ドイツ 23,774 オーストラリア 36,140 イギリス 45,729 

20 フランス 23,318 日本 35,785 フランス 44,332 

21 ベルギー 23,247 ドイツ 34,769 ニュージーランド 43,363 

22 イスラエル 21,062 イタリア 32,081 クウェート 43,168 

23 バハマ 20,894 シンガポール 29,870 アラブ首長国連邦 42,944 

24 オーストラリア 20,757 ブルネイ 29,515 ブルネイ 41,460 

25 ブルネイ 20,511 ニュージーランド 27,292 香港 40,033 

26 イタリア 20,125 クウェート 27,015 イスラエル 37,222 

27 クウェート 17,013 香港 26,554 日本 36,222 

28 台湾 14,877 スペイン 26,550 イタリア 35,335 

29 スペイン 14,831 キプロス 24,929 スペイン 30,272 

30 キプロス 14,239 バハマ 23,714 韓国 27,970 

（出所）「IMF - World Economic Outlook Databases」より作成 
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【一人当たりGDPの各国の順位】 



• 1995年時点では、我が国のエネルギー生産性は、OECD全体で、スイスに次いで2位の世界最高水準
だった。2000年を過ぎる頃から他国に抜かれ、直近では、英国、ドイツ、フランスに追い抜かれている。（左
図） 

• 物価と為替の影響を除いて観察した場合においても、我が国のエネルギー生産性の伸びは、震災前はほぼ
横ばいであった。他方で、震災後はエネルギー生産性が大きく上昇している。（右図） 

OECD Statistics「National Accounts」、 IEA,World Energy Balances 2016」より作成 

エネルギー生産性の推移 

※基準年である2010年の為替レートは、1ドル＝87.8円 
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• 炭素生産性の低迷は、二次産業、二次産業以外共通。 
• 「量から質へ」の経済への転換に乗り遅れている可能性。 

OECD Statistics「National Accounts」、 IEA「CO2 emissions from fuel combustion」 より作成 

二次産業の炭素生産性推移 二次産業以外の炭素生産性推移 

※グラフからはスイスを除く。スイス
の炭素生産性は25.79（2013） 
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日本 
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スウェー
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仏 

ドイツ 
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米国 

スウェー
デン 

スイス 

英国 

炭素生産性の推移② 

※日本の2012年から2013年までの変化は、為替の影
響が大きい（2012年79.8円→2013年97.6円） 15 



本当に「乾いた雑巾」か 

［出所］LCS(2014)，4頁，図1 



［出所］LCS(2014)，4頁，図2 



最終エネルギー消費は東日本大震災
以降、継続的に低下 

［出所］資源エネルギー庁(2017a)，(参考１) 



発電(＝電力消費)電力量も東日本大
震災以降、継続的に低下 

［出所］資源エネルギー庁(2017a)，(参考4) 



製造業に絞ってみても、東日本大震
災以降、エネルギー消費は低下 

 

［出所］資源エネルギー庁(2017b)，2頁，第2図 



集中電源(原発・火力)に依存しない、
ナローパスを進んでいくことは可能か 



（1）日本の現状 



［出所］資源エネルギー庁(2017a)，(参考5) 





石炭火力発電所新設ラッシュによる
温室効果ガス排出急増の恐れ 

• なぜ、このようなことになるのか？ 

 1)電力自由化で発電事業への新規参入が容易に 

 2)燃料としての石炭の価格優位性 

 3)だが、温室効果ガス排出の外部費用は内部化さ 

  れていない 

• 環境アセスで石炭火力発電所の新設をコント
ロールできないなら、価格付けにより外部費
用を負担させ、事業者の(誤った)経済計算を
是正すべき 



（2）ドイツの現状 



 
一次エネルギー生産性 

GDP 

最終エネルギー生産性 

一次エネルギー消費 

温室効果ガス排出 







（3）イギリスの現状 











既に既存電源よりも安価な再エネ 





英独の共通点 

• 経済成長と温室効果ガス排出の切り離し(デカッ
プリング)に成功 

• 石炭火力発電の抑制が大きな課題 
• 「カーボンプライシング(EU ETS，気候変動税，ド
イツ環境税制改革)」の活用 

• 原発依存度の段階的逓減、再エネ依存度の増
大、その基幹電源化(➤経済的合理性) 

• 「集中型電力システム」から「分散型電力システ
ム」への移行 

• ナローパスを進んでいくことは不可能ではない
(➤経済影響を最小化することは重要) 

 
 



カーボンプライスを積極的に活用して
こなかったことは、実は日本経済に
とってマイナスだったかもしれない 



OECD諸国が対象 
OECD諸国のうちで、人口500万人以上の国で、かつ、日本より一人当たり
GDPが高い国 

（出所）OECD (2016) Effective Carbon Rates Pricing CO2 through Taxes and Emissions Trading Systems, 
      IEA (2016) CO2 emissions from fuel combustion 2016  IEA, World Energy Balances 2016 より作成 

（注）日本のGDPは、平成28年12月に内閣府によって基準改定された数値を用いている。 

（注）グラフの平均実効炭素価格とは、OECDの部門別に出された実効炭素価格を各
国の部門別排出量で加重平均して、一国平均の実効炭素価格を求めたもの。 

 「スイス、ノルウェー、スウェーデンは、水力発電が豊富なために炭
素生産性が高い」との指摘があるが、スイスのエネルギー生産性は
OECD諸国で最も高い（我が国の約2.5倍）。またノルウェーも
OECD諸国で第4位のエネルギー生産性を誇る。 

 スウェーデンについては、1991年の炭素税導入以来、バイオマスを
中心に水力以外の再エネの供給量が3倍に増加し、一次エネルギー供
給に占める割合が20％を占めるに至っている（水力は10％程度）。
結果として、90年代から炭素生産性は2倍以上（自国通貨実質GDP
ベース）に上昇した。 

 また、風力発電の比率が高いデンマークは、エネルギー生産性につい
ても、スイスに次いでOECD内で2位（我が国の約2倍）。 

実効炭素価格と炭素生産性 

 左図において、ドイツ、英国、オラ
ンダについては、「我が国より実効炭
素価格が高いにもかかわらず炭素生産
性が我が国と同程度しかない」との指
摘が可能である。左図の対象である
2012年は、年平均1ドル79.8円との
歴史的な円高であり、我が国の炭素生
産性は現在より相当高めに表示されて
いる。 
 2014年（1ドル106円）では、ド
イツ、英国、オランダとも我が国より
炭素生産性が高く、かつ、エネルギー
生産性も高い。（右図） 
 

独英蘭の各国は、95年時点では我が国の半分程度の
炭素生産性しかなかったが、2000年代以降改善を続
け我が国を追い抜いた。 
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• 実効炭素価格が高い国は、炭素生産性が高い傾向にある（左図）。 
※実効炭素価格（Effective Carbon Rates）： OECDは、炭素税、排出量取引制度、エネルギー課税を合計した炭素価格を「実効炭素価格」として、2012年4
月現在における各国の比較・評価を行っている。なお、我が国の温対税（炭素価格289円／CO2トン）は導入前で含まれていない。 

• なお、我が国の炭素生産性や一人当たり排出量はグラフ上の近似曲線付近にあり、実効炭素
価格に含まれない既存制度による暗示的な炭素価格が他国の制度に比べて特に削減に寄与
している、すなわち、グラフ全体の趨勢から乖離して、他国と同レベルの実効炭素価格であり
ながら、他国より特に高い炭素生産性を示して十分に長期大幅削減に近づいている位置を
占めているという現象は確認できない。 

高
い
ほ
ど
効
率
的 

y=0.086x+1.003 
  （5.47） 
R2=0.47 
y=0.105x+1.132 
  （3.87） 
R2=0.48（ の国を対象） 



（出所）OECD (2016) Effective Carbon Rates Pricing CO2 through Taxes and Emissions Trading Systems, 
      OECD Statistics より作成 

（注）日本のGDP統計の2008基準への対応は、2016年12月になされたため、現時点のOECD統計には反映されていない。その
ため、日本の総資本形成及び知的財産生産物形成は、2012年段階で総額で17兆円程度少なく見積もられていると考えられる。 

• 実効炭素価格が高い国は一人当たりの総資本形成（GDPに計上されるいわゆるフローの投資額）
が停滞している現象は観察されず、多い国も存在する（左図）。 

• また、実効炭素価格と、一人当たりの総資本形成のうちの知的財産生産物形成（※）との間で正の
相関が観察される（右図：因果関係を示しているものではない）。カーボンプライシングが、イノ
ベーションを促進するとの指摘（G7富山大臣会合コミュニケなど）と矛盾する現象ではないと考
えられる。 
※ 国連のGDP計算の基準であるSNA2008より導入された概念（Intellectual Property Products）。いわゆる「無形資産」のうち、コンピューター・ソフト

ウェア、娯楽、文芸、芸術作品の原本等に加え、SNA1993では中間消費とされていた「研究開発」を含む資産項目。近年、この「無形資産」への投資がイ
ノベーションを促進するものとして注目されている（平成28年版労働経済白書など）。 

（注）グラフの平均実効炭素価格とは、OECDの部門別に出された実効炭素価格
を各国の部門別排出量で加重平均して、一国平均の実効炭素価格を求めたもの。 
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実効炭素価格と投資・高付加価値化との関係 

y=0.024x+0.30 
  （3.79） 
R2=0.31 
y=0.018x+1.248 
  （2.3） 
R2=0.27（ の国を対象） 

y=0.076x+3.384 
  （2.57） 
R2=0.17 
y=0.027x+8.509 
  （0.61） 
R2=0.03（ の国を対象） 

 実効炭素価格
が高い国は、総
資本形成が低い
傾向になる現象
は観察されない 

OECD諸国のうちデー
タがある国が対象 
 
OECD諸国のうちで、
人口500万人以上の国
で、かつ、日本より一
人当たりGDPが高い
国 
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各国の炭素税等導入時の一人当たりGDPの比較 

炭素税等導入時の一人当たりGDP 

• 1990年代初頭フィンランド、スウェーデン、デンマーク等が炭素税を導入した頃は、それらの国の一人
当たりGDPは我が国とほぼ同じで、英国やドイツが1993年や2000年に税制改革を行った頃は、
両国の一人当たりGDPは我が国より相当程度少なかった。「もともと経済成長しているから炭素税
等を導入できた」というわけではない。 

• 他方、スイスが2008年に炭素税を導入した際は、我が国より一人当たりGDPは高かった。 
• 各国とも炭素税等を導入した後も堅調に経済成長を続け、我が国の一人当たりGDPを逆転し、又
は更に差を広げている。 

1990年
炭素税 

1991年
CO2税 

1992年
CO2税 

1999年
環境税
制改革 

2008年
CO2税 

2015年現在 

（出所）UNFCCC, GHG Data, International Monetary Fund, World Economic Outlook Database, April 2016、より作成 

1992年
CO2税 

1993年
燃料税引
き上げ 
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日本は、何をなすべきか 
カーボンプライシング設計論 



ポリシー・ミックスの全体像(1) 



ポリシー・ミックスの全体像(2) 
N-ETS 

• 産業・電力セクターの大口排出者に対して
は、国の全国レベルでの排出量取引制度(直
接排出)を導入 

 ➤石炭火力のコントロール手段が必要 

• 電力供給高度化法との関係をどうするか。小
売事業者に対する規制と、発電事業者に対
する規制は別だと考えるか 

 ➤電力セクターだけの市場をつくるのではなく、電  
  力・産業両部門を包含する大きな排出量取引市場 

  を創出するほうが望ましい 

 
 



ポリシー・ミックスの全体像(3) 
L-ETS 

• 東京都、埼玉県に続いて、他の都道府県でも、
排出量取引制度導入が望ましい 

• N-ETSで裾切りされる対象者や、エネルギーの需
要側に焦点をあてた政策手段として活用。 

• すでに多くの都道府県が、「計画書制度」を導入
済みなので、これを基盤とすれば、排出量取引
制度(L-ETS)への移行は可能 

• N-ETSとは、直接排出の規制と間接排出の規
制、という形で役割分担 



ポリシー・ミックスの全体像(4) 
Carbon Tax (CT) 

• 炭素税は、現在の石油石炭税上乗せの炭素比
例税の形を継承。今後は、その税率を段階的に
引き上げていくことが重要 

• 消費税でインボイスが導入されれば、炭素税も
インボイスの仕組みを使うことになる。 

• インボイスで、下記の2つの措置が実行可能に 

 １）排出量取引制度の対象事業者は、炭素税を低税 

  率で課税 

 ２）輸出品に対して、炭素税を還付する 







ポリシー・ミックスの全体像(4) 
Environmental Tax Reform (ETR) 

• 2050年80％削減に向けて、炭素税率の水準は十分インセ
ンティブ効果をもつ水準に引き上げていくべき 

• 他方、それがマクロ経済や産業の国際競争力に与える影
響については考慮が必要 

• 環境税収を社会保険料引き下げや家計への還付等で相
殺する「環境税制改革」を実施し、税収中立的な設計とす
ることで、副作用を抑えながら環境税率を引き上げること
が可能に 

• 産業の国際競争力への懸念については、税収中立的な
環境税制改革、排出量取引制度対象産業への税率割引
の適用で対処可能。 

• それでもカーボンリーケージの恐れがある場合には、前ス
ライドのように、国境調整(つまり、インボイスに記載された
炭素税額を還付する措置)を行うことを検討することになる 



結論 

• 結局、これまでカーボンプライシングが経済に悪
影響を与えた事例は見つからず 

• 逆に、カーボンプライシングの導入した国におい
て、炭素生産性の上昇、より高い経済成長が観
察される 

• もちろん、制度設計のあり方が重要 

• 英独においては、「集中型」から「分散型」電力シ
ステムへの移行が進行中、「分散型」電力セク
ターが新しい付加価値と雇用創出の担い手に 

• 結果として、経済成長／雇用の増大と、集中型
電源(原発、火力)からの脱却は両立可能とみる
のが正しいのではないか 



参考文献 

• 環境省中央環境審議会「低炭素ビジョン小委員会」資料． 

• 独立行政法人科学技術振興機構低炭素社会戦略センター
(LCS)(2014)，『東日本大震災後における消費電力の変化』低炭素
社会実現に向けた政策立案のための提案書． 

• 資源エネルギー庁(2017a)，『平成27年度(2015年度)エネルギー需
給実績』(確報)． 

• 資源エネルギー庁(2017b)，『平成27 年度エネルギー消費統計結
果概要』． 

• Umweltbundesamt (2017), Entwicklung der spezifischen 
Kohlendioxid－Emissionen des deutschen Strommix in den Jahren 
1990-2016. 

• Committee on Climate Change (2017), Meeting Carbon Budgets: 
Closing the Policy Gap, 2017 Report to Parliament. 

• Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz, Bau und 
Reaktorsicherheit (2017), Fakten, Trends und Impulse deutscher 
Klimapolitik. 


